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 （目的） 

第１条 この基準は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４９条

の４に基づき、要配慮者や逃げ遅れた者が緊急かつ一時的に津波から避難す

るためのビル、マンション等の建物を指定緊急避難場所（津波）（以下「津波

避難施設」という。）として、指定するための基準等を定めることを目的とす

る。 

 

 （用語の定義） 

第２条 この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 (１) 津波浸水予測区域 津波防災地域づくりに関する法律（平成２３年法

律第１２３号）第８条第１項に基づき、三重県が公表する津波浸水予測

図において、本市内に津波による浸水が予測される区域をいう。 

 (２) 海岸線に直接面していない場所 次のア又はイに該当する場所をいう。 

ア 津波避難施設から津波が発生する方向（海側）に、防波堤、防潮堤、又

はその他津波を軽減する施設や構造物が存在し、津波の影響を直接受け

ない場所。 

イ 海岸線から、直線距離で 500メートル以上離れた場所。 

 (３) 津波浸水深さ 三重県が公表する津波浸水予測図において、津波避難

施設の基礎が接する地表面で最も深い箇所を基準とした水深をいう。 

 (４) 避難場所 津波浸水深さに６メートルを加えた高さ以上にある津波避

難施設のうち避難の用に供する部分をいう。ただし、津波浸水深さが１メ

ートル未満の場合は、津波浸水深さに３メートルを加えた高さ以上にある

津波避難施設のうち津波から避難する者が避難する部分をいう。 

 (５) 新耐震設計基準 昭和５６年６月１日以降の建築基準法（昭和２５年

法律第２０１号）第２０条に規定する構造基準をいう。 

 (６) 国の技術的助言 平成２３年１１月１７日付け国住市指第２５７０号

国土交通省住宅局長通知「津波に対し構造耐力上安全な建築物の設計法等

に係る追加知見について」をいう。 

 

 （津波避難施設の要件） 

第３条 本市の津波避難施設は、津波警報又は大津波警報が発表されたときか

ら、津波による浸水が解消、警報の解除等によって津波による被害のおそれ

が無くなるまでの間、緊急かつ一時的に避難することができる避難場所を有

する施設をいい、次の全ての要件を満たすものをいう。 

(１) 海岸線に直接面していない場所にあること。 



(２) 新耐震設計基準に適合する鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート

造又は鉄骨造（重量鉄骨ラーメン構造に限る。以下同じ。）であること。た

だし、鉄骨造の場合にあっては、国の技術的助言に基づき津波に対する安

全性を確認したもの、又は、津波浸水予測区域における津波浸水深さが１

メートル未満に立地するものに限る。 

(３) 避難者が直接、安全に避難できる避難場所を有すること。 

(４) 無償で使用できること。 

(５) 津波浸水予測区域に立地していること。 

(６) ３階建て以上のものであること（津波浸水深さ１メートル未満の場所に

立地するものについては、この限りではない。）。 

 

 （津波避難施設の指定） 

第４条 市は、前条の要件を満たす施設の所有者等の同意のもと、当該施設を

津波避難施設として指定するものとする。 

２ 市は、前項の指定を行う前に、当該施設の解錠方法、避難場所の位置とそ

の避難経路、使用時間帯や使用期間等について、当該施設の所有者等に確認

するものとする。 

３ 市は、第１項の指定を行う前に、当該施設の所有者等との協議により、津

波避難施設としての使用に関して合意が得られた場合は、市と当該施設の所

有者等の間において「津波発生時における津波避難施設としての使用に関す

る協定書」（別紙１）を締結するものとする。ただし、当該施設が公共施設又

はこれに準じる施設の場合は、必要に応じて協定を締結するものとする。 

４ 市は、第１項の指定を行ったときは、津波避難施設の所有者等に対し、津

波避難施設であることを明示する別図ステッカーを交付する。 

 

 （周知・啓発） 

第５条 市は、津波避難施設を指定した場合は、市のウェブサイト、ハザード

マップ等を利用して市民に周知を行う。 

２ 市は、市又は市民等が実施する津波避難に関する防災訓練等を実施する場

合において必要なときは、津波避難施設の所有者等に対し協力を求めるもの

とする。 

 

 （津波浸水予測区域の見直しの場合の措置） 

第６条 市は、三重県によって津波浸水予測区域の見直し等が行われた場合は、

津波避難施設が第３条各号の要件を満たしているかを改めて確認し、不適と

なった場合は、津波避難施設の指定を取り消すものとする。ただし、第３条



第５号については、指定時点で津波浸水予測区域に立地していれば、後に当

該区域から外れたことだけをもって津波避難施設の指定を取り消す必要はな

いものとする。 



 

 

 

 

 

 

津波発生時における津波避難施設としての 

使用に関する協定書 

 

 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

 

鈴 鹿 市 

 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

別紙１(協定書雛型) 



津波発生時における津波避難施設としての使用に関する協定書 

 

 

 

津波発生時における津波避難施設としての使用に関し、鈴鹿市（以下「甲」

という。）と    （以下「乙」という。）の間において、次のとおり協定を

締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、本市に津波が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おける津波避難施設（以下「津波避難施設」という。）として、乙が所有し、

管理する施設を使用することについての必要な事項を定めるものとする。 

 

（津波避難施設の使用） 

第２条 乙は、次に掲げる施設（以下｢当該施設｣という。）を津波避難施設とし

て、市民等に使用させるものとする。 
 

名称  

所在地 三重県鈴鹿市 

用途・構造 用途 造  

規模 地上  階（地下  階）     延べ面積     ㎡ 

建築年次   年    月 

避難場所として

の使用部分 

屋上     ㎡    その他（   ）    ㎡   

合計     ㎡ 

地表面からの高さ    ｍ 

収容人員        人（１㎡／人） 

 

２ 伊勢・三河湾に津波警報又は大津波警報が発表された場合、乙は、当該施

設内の避難場所を市民等に開放し、使用させるものとする。 

３ 当該施設が、鈴鹿市津波避難施設整備事業補助金の交付を受けた場合は、

交付日から１０年以上津波避難施設として使用するものとし、その期間にお

いて、善良な管理者の注意をもって津波避難施設としての機能を維持し、避

難を妨げるような改造、運用等をしないものとする。 



（施設変更の報告） 

第３条 乙は、増改築等により、当該施設の面積等に変更が生じる場合、又は、

何らかの事情により津波避難施設としての使用が不可能となるときには、甲

に報告するものとする。 

２ 前項の報告を受けた場合、甲は、津波避難施設の指定を取り消し、本協定

を終了させるものとする。 

 

（使用期間・使用料） 

第４条 当該施設の使用期間は、伊勢・三河湾に津波警報又は大津波警報が発

表された時から、津波による浸水が解消し、警報の解除等により津波のおそ

れがなくなるときまでとし、使用期間における当該施設の使用料は無料とす

る。 

 

（施設・備品の破損時の対応） 

第５条 当該施設が津波避難施設として使用された場合の施設及び備品の破損

については、甲が復旧に係る費用を負担するものとする。ただし、地震、津

波等の災害により損傷した箇所については、この限りではない。 

 

（避難時の事故に係る責任） 

第６条 乙は、当該施設に市民等が避難した際に発生した事故及び使用施設の

解錠処置が不可能であった際に発生した事故に対する責任を一切負わないも

のとする。 

 

（有効期間） 

第７条 この協定の有効期間は、協定締結の日から  年  月  日までと

する。 

２ 前項の期間満了の日の１か月前までに、甲乙いずれかから申し出がない場

合は、この協定は期間満了の日の翌日から更に１年間更新されるものとし、

以降も同様とする。 

 

（津波避難施設の公開） 

第８条 甲は、当該施設を津波避難施設として市民に周知するものとする。ま

た、乙は、甲及び市民等が実施する津波避難訓練等において、当該施設内の

避難場所の使用に関し協力を惜しまないものとする。 

 

 



（協議事項） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、

その都度、甲乙が協議して定めるものとする。 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１

通を保有する。 

 

 

  年  月  日 

 

甲   三重県鈴鹿市神戸一丁目１８番１８号 

鈴鹿市 

鈴鹿市長  

             

 

乙   〇〇県〇〇〇〇 

（所有者） ○○○○ 

 

 

             ○○県○○○○ 

（管理者） 〇〇〇〇 



 

 

 

別図ステッカー 

平成 17 年３月 防災のための図記号に関する調査検討委員会（総務省消防庁）

により作成された「津波避難ビル」の図記号 


